
証券コード　3793

平成28年６月８日

株 主 各 位

東 京 都 目 黒 区 下 目 黒 一 丁 目 ８ 番 １ 号

株 式 会 社 ド リ コ ム
代表取締役社長 内 藤 裕 紀

第15期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第15期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月22日（水曜日）
午後６時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月23日（木曜日）午前10時

２．場 所 東京都目黒区下目黒一丁目８番１号

目黒雅叙園４階　『飛鳥』

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第15期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

事業報告、計算書類、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員

会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第２号議案 ストック・オプションとして新株予約権を発行する件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.drecom.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　業　報　告

(平成27年４月１日から)平成28年３月31日まで

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

当社が属するインターネットビジネス業界は、引き続き著しいスピー

ドで変化を遂げております。平成27年版情報通信白書によると、平成26

年末のインターネットの人口普及率は８割に及んでおります。そのうち

スマートフォンを使用してインターネットを利用する人の割合が全体の

47.1％を占め、スマートフォンはパソコンと並ぶインターネットデバイ

スとなっております。その急速な普及スピードと機材の性能向上とが相

俟って、ソーシャルメディアを中心としたスマートフォン向け新サービ

スが次々と創出され、市場の拡大と、それにともなう競争の激化が続い

ています。

こうした環境下、当社グループは、スマートフォン向けサービスを軸

に、既存サービスの拡充及び新規サービスの開発に注力しています。主

力事業のソーシャルゲーム事業では、他社配信アニメ版権ゲームや、自

社オリジナルゲームなどの既存ゲームの運用に注力するとともに、第２

四半期に打ち出した他社版権ゲームを主軸に据えた成長戦略に基づき、

新たな他社版権ゲームの開発に取り組んでいます。ソーシャルラーニン

グ事業では、既存サービス「えいぽんたん！」の運用に注力するととも

に、新サービス「きこえ～ご」の市場への浸透に向けた施策を展開し、

事業拡大と収益性の向上に取り組みました。広告メディア事業では、第

２四半期に、従来の動画リワード広告「poncan」を刷新した新サービス

「DreeVee」が順調な立ち上がりをみせ、新規顧客の開拓に向け営業力を

強化するなど、スマートフォン向けサービスの需要拡大への対応力の向

上に努めました。

しかしながら、ソーシャルラーニング事業と広告メディア事業は事業

開発段階にあり、主力のソーシャルゲーム事業でも、他社配信アニメ版

権ゲームなど既存ゲームの収益寄与はあったものの、第１四半期にリリ

ースしたオリジナルゲーム「崖っぷちバスターズ」が、リリース直後か
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ら想定を下回る推移となり、初期改修後も収益性の改善に期待できなか

ったことから、前述の戦略実行にともなうアプリポートフォリオ見直し

により開発が中止となったオリジナルゲーム２本とともに、第３四半期

における減損処理を決定し、特別損失を計上しました。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は6,534,377千円（前年同

期比10.5％減）となりました。利益面につきましては、営業損失206,061

千円（前年同期は営業利益301,168千円）、経常損失217,967千円（前年

同期は経常利益278,763千円）、親会社株主に帰属する当期純損失537,978

千円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純利益17,761千円）となり

ました。

【コンテンツサービス】

ソーシャルゲーム事業では、ユーザーの支持を集めた他社配信アニメ

版権ゲームが、業績へ安定的に寄与し、オリジナルゲーム「フルボッコ

ヒーローズ」も他社コンテンツをゲーム内のキャラクターやモチーフと

して用いるコラボレーションキャンペーンを継続的に展開し、支持ユー

ザー数を拡げました。また、中核ユーザーに焦点をあてた運用・サポー

トに注力した「ちょこっとファーム」と「陰陽師」も、リリースからの

経年にもかかわらず、売上水準を維持し、収益に寄与しました。しかし

ながら、第１四半期にリリースしたオリジナルゲーム「崖っぷちバスタ

ーズ」が、リリース直後から想定を下回る推移となり、初期改修後も収

益性改善に期待できなかったことから、前述の戦略転換にともなうアプ

リポートフォリオ見直しにより開発が中止となったオリジナルゲーム２

本とともに、第３四半期における減損処理を決定し、特別損失を計上い

たしました。

ソーシャルラーニング事業では、英語学習アプリ「えいぽんたん！」

の運用効率性の向上に取り組んだほか、学生向け定額制サービスを開始

するなど、特徴である高い学習効果と継続性を前面に押し出し、サービ

スの拡大と収益性の向上に注力しました。また、第２四半期には新たな

英語学習アプリ「きこえ～ご」をリリースし、市場における認知の拡大

に取り組みました。

以上の結果、セグメント売上高は5,824,908千円（前年同期比9.3％減）、

セグメント利益321,196千円（前年同期比58.1％減）となりました。
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【広告メディアサービス】

広告事業ではリワード広告「HeatAppReward」の運用に注力するととも

に、第２四半期に旧来の動画リワード広告「poncan」を刷新し、新サービ

ス「DreeVee」としてサービス提供を開始いたしました。動画掲載方法の

多様化により、より多くの業種へサービスの提供が可能となったことか

ら、営業力を強化し新たな業種の顧客開拓に注力しました。メディア領域

では、無料ミュージックアプリ「DropMusic」の運用のほか、将来の主力

事業となることを目指した、新規サービスの開発にも取り組みました。

　しかしながら、両事業ともに引き続き事業開発段階にあることから、セ

グメント売上高は873,292千円（前年同期比3.2％減）、セグメント損失は

490,246千円（前年同期はセグメント損失453,250千円）となりました。な

お、当セグメント損失には上記の試作段階のサービスに係る営業費用

126,336千円を含めております。

(注) 本事業報告書において「当社グループ」とは、会社法施行規則第120条第２

項に用いられる「企業集団」を意味するものとします。

②　設備投資の状況

　特記すべき事項はありません。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度において、主に運転資金のため、銀行からの借入により

264,000千円を調達いたしました。

　なお、取引銀行１行と当座貸越契約（総額100,000千円）を締結してお

り、当連結会計年度末における借入未実行残高はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　連結

第 12 期
平成25年３月期

第 13 期
平成26年３月期

第 14 期
平成27年３月期

第 15 期
(当連結会計年度)
平成28年３月期

売 上 高(千円) － － 7,298,385 6,534,377

親会社株主に帰属する当期純
利益又は当期純損失 (△ )

(千円) － － 17,761 △537,978

1株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失(△)

(円) － － 1.31 △39.38

総 資 産(千円) － － 4,679,859 3,300,047

純 資 産(千円) － － 2,213,812 1,653,004

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) － － 139.55 101.76

（注）１．当社は、第12期及び第13期におきましては連結計算書類を作成していないため、連結

計算書類に係る財産及び損益の状況は記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益は自己株式控除後の期中平均発行済株式数により、また１株当

たり純資産額は、自己株式控除後の期末発行済株式数により算出しております。なお、

上記算出に際しては、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）所有の当社株

式233,200株は第14期及び第15期の自己株式として控除しております。

②　単体

第 12 期
平成25年３月期

第 13 期
平成26年３月期

第 14 期
平成27年３月期

第 15 期
(当事業年度)
平成28年３月期

売 上 高(千円) 8,490,631 6,989,141 7,215,868 6,048,818

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

(千円) 127,010 △508,725 28,865 △499,298

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は

1 株 当 た り 当 期 純 損 失 ( △ )
(円) 9.35 △37.68 2.12 △36.55

総 資 産(千円) 4,543,480 4,072,269 4,436,798 3,136,954

純 資 産(千円) 2,263,421 1,831,558 1,995,631 1,549,749

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 160.26 130.38 140.54 105.59

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は自己株式控除後の期中平均発行済

株式数により、また１株当たり純資産額は、自己株式控除後の期末発行済株式数によ

り算出しております。なお、上記算出に際しては、資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託Ｅ口）所有の当社株式233,200株は第14期及び第15期の自己株式として控除し

ております。

２．当社は、平成26年４月１日付で株式１株につき100株の株式分割を行っておりますが、

第12期の期首に株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益又は１株当たり

当期純損失及び１株当たり純資産額を算定しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　①　重要な親会社の状況

　　　該当事項はありません。

　②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の

議決権比率
主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 I g n o m 17,000千円 100％ 広告収益型アプリの提供

株 式 会 社 ハ ッ ピ ー
ホ ッ ピ ー ハ ッ ピ ー

23,000千円 100％ 広告収益型アプリの提供

株 式 会 社 グ リ モ ア 5,000千円 100％ ソーシャルゲームの提供

株 式 会 社 R e D u c a t e 250,050千円 50.01％
ソーシャルラーニングア

プリの提供

Drecom (Thailand) Co., Ltd. 3,371千円 49％ 広告収益型メディアの提供

（注）１．当社は平成27年11月６日付でDrecom (Thailand) Co., Ltd.を設立し、
同社を連結子会社といたしました。

２．当事業年度の末日後の事象ですが、株式会社ReDucateにおいて平成28

年５月13日に実行された当社及び楽天株式会社を引受先とする第三者

割当増資により、同日における当社の議決権比率は50%となり、これに

伴い、同社は当社の連結子会社から持分法適用関連会社へ異動してお

ります。
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(4) 対処すべき課題

　当社グループが属するインターネット市場は、技術進歩が非常に早く、ま

た、市場が拡大する中でサービスも多様化しております。このような状況下

においては、既存事業の基盤を強化するとともに新規サービスへも経営資源

を集中し、高い利益率を確保することが重要な課題と認識しております。ま

た、一方でコーポレート・ガバナンスの充実も重要な課題であると認識して

おります。

　これらの課題に対処するために、現状下記の事項に取り組んでおります。

①　ビジネスポートフォリオについて

　当社グループは、事業の選択と集中並びに事業間のシナジーの創出を重点

的に行い、中期的な収益基盤の強化を目指しております。具体的には、成長

著しいソーシャルゲーム市場の拡大に合わせてソーシャルゲームへの投資

を強化し、広告サービスとの事業シナジーの最大化を図ってまいります。

②　組織体制の整備

　当社グループにおきましては、今後もより一層の事業拡大を見込んでおり

ます。そのため、今後当社グループの事業拡大に応じた内部管理体制の強化

を図るとともに、内部統制報告制度の適用を踏まえ、より一層のコーポレー

ト・ガバナンスの充実に取り組んでまいります。

　また、当社グループの成長速度に見合った人材の確保及び育成も重要な課

題と認識しており、継続的な採用活動及び研修制度の拡充に取り組んでまい

ります。
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(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

①　連結

当社グループの主な事業内容は以下のとおりであります。

(ｲ) モバイル、PC向けコンテンツの開発・提供

(ﾛ) コンテンツ事業者に対する広告サービス提供、広告収益型メディア

の開発・提供

部 門 主 要 製 品 ・ サ ー ビ ス

コンテンツサービス ソーシャルゲーム、ソーシャルラーニングアプリ開発・提供

広告メディアサービス 広告サービス提供、広告収益型メディア開発・提供

②　単体

当社の主な事業内容は以下のとおりであります。

(ｲ) モバイル、PC向けコンテンツの開発・提供

(ﾛ) コンテンツ事業者に対する広告サービス提供、広告収益型メディア

の開発・提供

部 門 主 要 製 品 ・ サ ー ビ ス

コンテンツサービス ソーシャルゲーム開発・提供

広告メディアサービス 広告サービス提供、広告収益型メディア開発・提供
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(6) 主要な営業所（平成28年３月31日現在）

①　当社

本 社 東京都目黒区

②　子会社

株 式 会 社 I g n o m 東京都目黒区

株 式 会 社 ハ ッ ピ ー ホ ッ ピ ー ハ ッ ピ ー 東京都目黒区

株 式 会 社 グ リ モ ア 東京都目黒区

株 式 会 社 R e D u c a t e 東京都品川区

D r e c o m  ( T h a i l a n d )  C o . ,  L t d . タイ　バンコク

(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

区 分 使 用 人 数

コ ン テ ン ツ サ ー ビ ス 146（12）名

広告メディアサービス 45 （2）名

全 社 （ 共 通 ） 89 （6）名

合 計 280（20）名

(注）１．使用人数は就業員数であり、臨時使用人は（　）内に年間の平均人員を外数で記載し

ております。当社グループ外から当社グループへの出向者（10名）を含みます。

２．全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の部門に区分できない管理部門

等に所属しているものであります。

３．当連結会計年度より企業集団の使用人数の状況を記載しているため、前連結会計年度

との比較は行っておりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

251（14）名 18（△6）名 32.4歳 3.2年

（注）使用人数は就業員数であり、臨時使用人は（　）内に年間の平均人員を外数で記載してお

ります。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 125,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 275,000千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 250,006千円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成28年３月31日現在）

(1)　発行可能株式総数 21,760,000株

(2)　発行済株式の総数 13,901,000株

(注) 当連結会計年度における新株予約権の行使による発行済株式の総数の増加は、18,000

株であります。

(3)　株主数 5,461名

(4)　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

内 藤 裕 紀 5,390,000株 38.77％

楽 天 株 式 会 社 2,675,000株 19.24％

廣 瀬 敏 正 366,800株 2.64％

D A I W A  C M  S I N G A P O R E  L T D -
N O M I N E E  Y O H E I  I N O U E
( 常 任 代 理 人  大 和 証 券 株 式 会 社 )

277,500株 2.00％

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行
株 式 会 社 ( 信 託 Ｅ 口 )

233,200株 1.68％

B N Y M  S A / N V  F O R  B N Y M
F O R  B N Y M  G C M  C L I E N T
A C C T S  M  I L M  F E
(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀行)

188,920株 1.36％

廣 田 証 券 株 式 会 社 112,045株 0.81％

小 柳 　 滋 95,000株 0.68％

株 式 会 社 S B I 証 券 83,700株 0.60％

山 口 憲 一 62,000株 0.45％

 (注) 当社は自己株式を所有しておりません。なお、当社が導入している株式給付信託（J-ESOP）

に基づき資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式233,200株は

自己株式には該当しませんが、当社と信託口が一体であるとする会計処理に基づき、貸借

対照表上は自己株式として表示されております。

(5)　その他株式に関する事項

　該当事項はありません。
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　３．新株予約権等の状況
(1)　当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付され

た新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2)　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権

の状況

発 行 決 議 日 平成27年10月29日（第16回）

新 株 予 約 権 の 数 1,100個

新株予約権の目的である

株 式 の 種 類 と 数
普通株式　110,000株

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額

（ 発 行 価 額 ）

新株予約権と引換えに払い込み

は要しない

新株予約権の行使に際して

出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

（ 権 利 行 使 価 額 ）

１株当たり　749円

権 利 行 使 期 間
平成32年10月31日から

平成37年10月29日まで

行 使 の 条 件 注

交使
付用
状人
況等
　へ
　の

当 社 使 用 人

・新株予約権の数：1,100個

・目的となる株式数：110,000株

・交付者数：14人

子 会 社 の 役 員

及 び 使 用 人
－

（注）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社又は当社関係会社の取締

役、監査役又は従業員のいずれかの地位にあることを要します。権利者の新株予約権は

相続できません。その他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役会決議に基づ

き、当社と割当者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによりま

す。
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４．会社役員の状況
(1) 取締役の状況（平成28年３月31日現在）

会社における
地 位

氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 内 藤 裕 紀

取 締 役 菅 原 勇 祐

取 締 役 後 藤 英 紀

取 締 役 石 川 智 哉
楽天株式会社　執行役員
同社　編成部部長
同社　CXテクノロジー部部長

取 締 役
（監査等委員・
常 勤 ）

南 　 敬 三

取 締 役
（監査等委員）

青 木 理 惠
青木公認会計士事務所　所長
株式会社ジーニー　監査役

取 締 役
（監査等委員）

村 田 雅 夫 村田・若槻法律事務所　代表弁護士

（注）１．取締役石川智哉氏、並びに取締役（監査等委員）南　敬三氏、青木理惠氏及び村田雅

夫氏は社外取締役であります。

２．取締役（監査等委員）南　敬三氏及び青木理惠氏は、公認会計士の資格を有しており、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

３．取締役（監査等委員を除く。）からの情報収集及び重要な社内会議における情報共有

並びに内部監査室との十分な連携を行い、監査等委員会による監査の実効性を高める

ため、南　敬三氏を常勤の監査等委員として選定しております。

４．当社は、取締役（監査等委員）南　敬三氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の総額

　（当事業年度に係る報酬等の総額）

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取締役（監査等委員を除く。）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

５名
（－）

97,500千円
（－）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

３名
（３名）

9,000千円
（9,000千円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

３名
（３名）

2,400千円
（2,400千円）

（注）１．上記には、平成27年６月23日開催の第14期定時株主総会終結の時をもって退任した取

締役２名及び監査役３名を含めております。なお、当社は、平成27年６月23日に監査

役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております（以下、当該移行を「本

件移行」という。）。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．本件移行前の取締役の報酬限度額は、平成24年６月23日開催の第11期定時株主総会に

おいて年額200,000千円以内（使用人分の給与を含まない。）、本件移行前の監査役

の報酬限度額は、平成17年６月29日開催の当社第４期定時株主総会において、年額

20,000千円以内と決議いただいております。

４．本件移行後の取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、平成27年６月23日開催

の第14期定時株主総会において、年額200,000千円以内（うち社外取締役分は年額

20,000千円以内。なお、使用人分の給与は含まない。）、本件移行後の取締役（監査

等委員）の報酬限度額は、同株主総会において年額20,000千円以内と決議いただいて

おります。

５．監査役に対する支給額は本件移行前の期間に係るものであり、取締役（監査等委員）

に対する支給額は本件移行後の期間に係るものであります。

(3) 責任限定契約の内容の概要

当社は取締役石川智哉氏並びに取締役（監査等委員）南　敬三氏、青

木理惠氏及び村田雅夫氏との間で会社法第423条第１項の責任について､

同法第425条第１項に定める最低責任限度額を損害賠償責任の限度とす

る責任限定契約を締結しております。
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(4) 社外役員に関する事項

 ① 他の法人等の業務執行取締役等との重要な兼職状況

地 位 氏 名 兼 職 先 兼 職 の 内 容

取 締 役 石 川 智 哉 楽天株式会社
執行役員
編成部部長
CXテクノロジー部部長

取 締 役
（監査等委員）

青 木 理 惠 青木公認会計士事務所 所長

取 締 役
（監査等委員）

村 田 雅 夫 村田・若槻法律事務所 代表弁護士

（注）１．当社と、青木公認会計士事務所及び村田・若槻法律事務所との間には取引関係その他

の特別な関係はありません。

２．楽天株式会社は、当社の発行済株式の総数の10分の１以上の数を保有する株主であり

ます。

 ② 他の法人等の社外役員等との重要な兼職状況

地 位 氏 名 兼 職 先 兼 職 の 内 容

取 締 役
（監査等委員）

青 木 理 惠 株式会社ジーニー 監査役

（注）  当社と、株式会社ジーニーとの間には取引関係その他の特別な関係はありません。

 ③ 主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。
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 ④ 当事業年度における主な活動状況

地 位 氏　　　　 名 活 動 状 況

取 締 役 石 川 智 哉

当事業年度に開催された取締役会19回のうち15回に出席
いたしました。コンサルティング業界及びIT業界におけ
る専門的な知識や豊富な経験から、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っており
ます。

取 締 役
（監査等委員・
常 勤 ）

南 　 敬 三

当事業年度において平成27年６月23日に監査役を退任す
るまでに開催された取締役会５回のうち５回全て及び監
査役会３回のうち３回全てに出席し、また、平成27年６月
23日に取締役（監査等委員）に就任以降、当事業年度に開
催された取締役会14回及び監査等委員会10回の全てに出
席いたしました。公認会計士としての専門的見地から、取
締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための助言・提言を行っております。また、監査
役会及び監査等委員会において、当社の内部統制システム
について、適宜、必要な発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員）

青 木 理 惠

当事業年度において平成27年６月23日に監査役を退任す
るまでに開催された取締役会５回のうち５回全て及び監
査役会３回のうち３回全てに出席し、また、平成27年６月
23日に取締役（監査等委員）に就任以降、当事業年度に開
催された取締役会14回及び監査等委員会10回の全てに出
席いたしました。公認会計士としての専門的見地から、取
締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための助言・提言を行っております。また、監査
役会及び監査等委員会において、当社の内部統制システム
について、適宜、必要な発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員）

村 田 雅 夫

当事業年度において平成27年６月23日に監査役を退任す
るまでに開催された取締役会５回のうち４回及び監査役
会３回のうち２回に出席し、また、平成27年６月23日に取
締役（監査等委員）に就任以降、当事業年度に開催された
取締役会14回及び監査等委員会10回の全てに出席いたし
ました。弁護士としての専門的見地から、取締役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の助言・提言を行っております。また、監査役会及び監査
等委員会において、当社のコンプライアンス及び内部統制
システムについて、適宜、必要な発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
(1) 名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 当事業年度に係る報酬等の額

区　分 報 酬 等 の 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 23,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額

23,500千円

(注)1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれら合計額を記載しております。

　　2．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積

りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った結果、会計監査人の

報酬等の額について妥当と判断し、会社法第399条第１項の同意をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める

項目に該当し、かつその必要があると認められる場合は、監査等委員全員

の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会

が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、

会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

(1)業務の適正を確保するための体制

 ① 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適

    合することを確保するための体制

  ・法令等の遵守に関する基本方針として、当社及び子会社に適用され

る「コンプライアンス行動規範」を定め、当社及び子会社の取締役

及び使用人に周知する。当社及び子会社の取締役は、当該規範に従

い、善良なる管理者の注意をもって、忠実にその職務を執行する。

・法令等の遵守を実現するために、「コンプライアンス規程」及び具

  体的な手引書となる「コンプライアンス・マニュアル」を定め、当

  社及び子会社の取締役及び使用人に周知する。

・コンプライアンス体制の監視及び改善等を目的とし、代表取締役社

長を委員長とするコンプライアンス委員会を、当社の取締役会の下

部組織として設置する。当社及び子会社のコンプライアンス体制構

築の遂行状況については、定期的に当社のコンプライアンス委員会

及び当社の取締役会に報告する。

・当社及び子会社の取締役及び使用人を対象とした内部通報制度を整

備する。通報者に対する不利益な取扱いの禁止を「内部通報規程」

等で定めてルール化する。

・他の業務部門から独立した当社の内部監査室による内部監査を当社

及び子会社において実施し、結果を当社に報告するとともに、その

改善を促すことにより、当社及び子会社のコンプライアンス体制の

適正を確保する。

・当社及び子会社における協力の推進、並びに業務の整合性の確保及

び効率的な遂行を図るため、「関係会社管理規程」を定める。

 ② 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保

するための体制

・当社の取締役会の手続及び権限範囲等を「取締役会規程」で明確に

し、定期的に開催される取締役会で、当社の取締役の職務の状況を

報告する。

・当社の取締役による効果的な業務運営を確保するため、組織の業務

分掌を明確にする「業務分掌規程」、及び使用人の職務執行におけ
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る責任権限を明確にする「職務権限規程」を定める。

・経営計画を適正に策定・運用するため、「予算管理規程」等に基づ

き、当社の取締役会において当社グループの中期経営計画を策定す

る。当社グループの中期経営計画の進捗状況及び推進結果は、定期

的に、当社の取締役会に報告するものとする。また、原則として事

業年度毎に１回、当社の取締役会において中期経営計画のローリン

グ（終期の更新と内容の見直し）を行う。

・当社は当社の経営方針を子会社に周知し、法令等に抵触しない範囲

内で子会社の業務運営に反映させるとともに、子会社の業務運営状

況を把握する。

 ③ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務執行に係る情報は、「文書管理規程」及び「情報管理

規程」によって保存責任部署及び保存期限を定め、適正に保存及び

管理する。また、情報の保存及び管理の適正を内部監査室による監

査等により確認する。

・「情報セキュリティ管理規程」及び「情報セキュリティ管理細則」

を定め、当社の情報資産を適切に管理し、当該情報資産を漏洩や改

ざん又は事故や故障、若しくは自然災害や火災による損害等から保

護する体制を整備する。

 ④ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・「グループリスク管理基本方針」を定め、当社及び子会社のリスク

を統括的に管理する体制を整備する。

・当社及び子会社の損失発生の防止と最小化を図ることを目的とする

「リスク管理規程」に基づき、当社にリスク統括委員会を設け、当

社及び子会社の取締役からの報告を受けて、リスクの回避、軽減等

に必要な措置を講じる。

・当社及び子会社の損失の危険管理の基本方針及び基本的事項を定め

た「グループ危機対応方針」、並びに、危機に対する適正かつ迅速

な対応及び再発防止策の策定方法を定めた「危機管理規程」に基づ

き、危機対応体制を整備する。

 ⑤ その他当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

・当社及び子会社の基本理念、経営姿勢を示した「グループ経営方

針」を定め、その周知を図る。

・子会社の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づ
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き、子会社に対し、当社への定期的な事業計画や実績の報告を求め

るとともに子会社において経営上重要な事項を決定する場合に、当

社への事前協議を求める。

・当社及び子会社における緊密な情報連携のため、当社及び子会社の

取締役で構成するグループ経営会議を定期的に開催し、情報の共有

を図る。

 ⑥ 当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使

用人の当社の取締役からの独立性に関する事項、当該使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項

・監査等委員会の要請があった場合、速やかに、監査等委員会の職務

の補助を行うための適切な人員配置を行い、監査等委員会の指示に

よる調査の権限を認める。

・監査等委員会は、監査等委員会の職務を補助する使用人の人事評価・

異動等に関し、意見を述べることができ、取締役はこれを尊重する。

・監査等委員会の補助を行う使用人は、監査等委員会の指示命令に関

し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人からの

指示命令を受けないものとする。

 ⑦ 当社の監査等委員会への報告に関する体制、当該報告をしたことを理

由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・当社の監査等委員は、当社の取締役会のほか経営上重要な会議に出

席し、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用

人に職務執行状況の報告を求めることができる。

・当社の監査等委員は、重要な会議に付議されない重要な起案書及び

報告書等を閲覧し、当社の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）及び使用人に対し、必要に応じ内容の説明を求めることがで

きる。

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並び

に子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社又は子会社に著しい

損害を及ぼすおそれのある事実、当社又は子会社の取締役の職務遂

行に関する不正行為、法令・定款に違反する重大な事実、内部監査

状況に関する報告、内部通報制度に基づき通報された事実、監査の

ため求められた事項を、遅滞なく当社の監査等委員会に報告する。

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並び

に子会社の取締役、監査役及び使用人が、監査等委員会に報告を行

ったことを理由とした不利益な処遇は、一切行わないものとする。
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 ⑧ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制

・取締役（監査等委員である取締役を除く。）は監査等委員と定期的

な会合を持ち、会社が対処すべき課題のほか監査上の重要課題、監

査の環境整備等について意見を交換する。

・内部監査室は、監査等委員と定期的に会合を持ち、対処すべき課題

等について意見を交換する。

・稟議書、契約書、帳簿等の文書その他監査等委員会が監査に必要と

判断した資料・情報に、監査等委員会が選定する監査等委員が容易

にアクセスできる体制を整備する。

・当社の監査等委員がその職務の執行について、当社に対して会社法

第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係

る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職

務の執行に関するものに限る。）に必要でないと認められた場合を

除き、速やかにこれに応じるものとする。

 ⑨ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を及ぼし、経済活動にも障害

となる反社会的勢力との一切の関係を遮断することを、「コンプラ

イアンス行動規範」及び「反社会勢力排除規程」に明記し、反社会

的勢力並びに団体による不当な要求には断固とした態度でこれを拒

絶する。

・反社会的勢力による不当な要求に対しては、経営管理本部を対応統

括部署として、警察、暴力追放運動推進センター及び弁護士等の外

部専門機関との緊密な連携により、事案に応じて関係部門と協議の

うえ対応する。

(2) 運用状況の概要

当事業年度における上記体制の運用状況は、以下のとおりであります。

 ① 取締役の職務執行

当事業年度において取締役会を19回開催し、経営上の重要事項を決定

するとともに、職務執行の報告を受け、取締役及び使用人の職務の執

行が法令及び定款に適合するよう監督を行いました。

 ② 子会社経営管理

子会社から、月1回以上経営及び財務状況の報告を受けるとともに、

子会社が重要な事項を決定する場合には、事前協議を行いました。
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 ③ 監査役会及び監査等委員会

監査等委員会設置会社への移行前は監査役会を月１回、当該移行後は

監査等委員会を月1回開催し、監査役ないし監査等委員相互の意見交

換を行うとともに、内部監査室からの報告を受け、対処すべき課題に

ついての指示を行うなど、内部監査室と連携して監査の実効性の向上

を図りました。

また、常勤の監査等委員（監査等委員会設置会社への移行前は常勤の

監査役）が、取締役会のほか経営上重要な会議に出席し、取締役及び

使用人から業務執行の報告を受けるなど情報収集を行いました。

 ④ 内部監査の実施

内部監査室が、年間の監査計画に基づき各部署及び子会社に対して内

部監査を実施し、法令等の遵守状況及び業務上のリスクの把握を行い、

適宜改善を図りました。監査結果は、代表取締役及び監査等委員会

（監査等委員会設置会社への移行前は監査役会）に報告しております。

７．剰余金の配当等の決定に関する基本方針
　当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つとして認識し、事

業拡大と経営基盤の強化に必要な内部留保の充実を勘案しつつ、当社の経営

成績及び財務状況に応じた適切な利益配分を行うことを方針としておりま

す。

　今後につきましては、各事業年度の経営成績及び財務状況を勘案しなが

ら、株主への利益還元を実施していく方針ではありますが、現時点におい

て、配当実施の可能性及びその時期等については未定であります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 2,326,499 流 動 負 債 1,336,103

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

1,211,146

958,041

20,073

137,238

973,547

90,842

83,916

6,926

352,622

209,922

142,369

330

530,082

99,421

263,379

167,282

買 掛 金 223,054

短 期 借 入 金 100,000

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

359,528

1年内償還予定の社債 150,000

未 払 金 383,951

未 払 法 人 税 等 39,834

賞 与 引 当 金 12,500

そ の 他 67,234

固 定 負 債 310,939

長 期 借 入 金 190,278

資 産 除 去 債 務 45,552

そ の 他 75,109

負 債 合 計 1,647,043

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,389,048

資 本 金 1,196,638

資 本 剰 余 金 1,437,618

利 益 剰 余 金 △1,095,241

自 己 株 式 △149,968

その他の包括利益累計額 1,828

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

1,931

為替換算調整勘定 △102

新 株 予 約 権 106,628

非 支 配 株 主 持 分 155,499

純 資 産 合 計 1,653,004

資 産 合 計 3,300,047 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,300,047

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年４月１日から)平成28年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,534,377

売 上 原 価 4,738,506

売 上 総 利 益 1,795,871

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,001,932

営 業 損 失 206,061

営 業 外 収 益

受 取 利 息 381

受 取 分 配 金 1,091

投 資 事 業 組 合 運 用 益 3,371

そ の 他 287 5,131

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,031

社 債 利 息 2,746

そ の 他 259 17,037

経 常 損 失 217,967

特 別 損 失

減 損 損 失 359,176 359,176

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 577,144

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 45,312

法 人 税 等 調 整 額 △4,911 40,401

当 期 純 損 失 617,546

非支配株主に帰属する当期純損失 79,567

親会社株主に帰属する当期純損失 537,978

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年４月１日から)平成28年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平 成 2 7 年 ４ 月 １ 日
残 高

1,185,548 1,426,528 △557,262 △149,968 1,904,845

連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 11,090 11,090 － － 22,180

親会社株主に帰属す
る当期純損失(△)

－ － △537,978 － △537,978

株 主 資 本 以 外 の
項目の連結会計年度
変 動 額 ( 純 額 )

－ － － － －

連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

11,090 11,090 △537,978 － △515,797

平 成 2 8 年 ３ 月 3 1 日
残 高

1,196,638 1,437,618 △1,095,241 △149,968 1,389,048

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権
非 支 配
株 主
持 分

純資産合計その他有価
証 券 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

平 成 2 7 年 ４ 月 １ 日
残 高

－ － － 77,324 231,642 2,213,812

連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 － － － － － 22,180

親会社株主に帰属す
る当期純損失(△)

－ － － － － △537,978

株 主 資 本 以 外 の
項目の連結会計年度
変 動 額 ( 純 額 )

1,931 △102 1,828 29,304 △76,143 △45,010

連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

1,931 △102 1,828 29,304 △76,143 △560,808

平 成 2 8 年 ３ 月 3 1 日
残 高

1,931 △102 1,828 106,628 155,499 1,653,004

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

・連結子会社の数　６社

　主要な連結子会社の名称については、「事業報告」の「重要な親会社及び子会社の状況」

に記載のとおりであります。

　なお、当社は当連結会計年度においてDrecom（Thailand）Co.,Ltd.を設立し、連結の範

囲に含めております。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

株式会社グリモア ９月30日※1

Drecom (Thailand) Co.,Ltd. 12月31日※2

※１　連結決算日で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

※２　子会社の連結決算日現在の計算書類を作成し、連結決算日との間に発生した重要な取

引については連結上必要な調整を行っております。

(3) 会計方針に関する事項

①　資産の評価基準及び評価方法

　・有価証券

・その他有価証券

　時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

②　固定資産の減価償却の方法

　イ　有形固定資産　　　　　　　　　定率法、但し、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）は定額法によっておりま

す。なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物　　　　　　　　　　　８～15年

工具、器具及び備品　　　　３～８年

　ロ　無形固定資産

　　　・自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（２～５年）に基づく定

額法によっております。

③　引当金の計上基準

イ　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上することとしております。

ロ　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。
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④　ヘッジ会計の方法

　イ　ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の条件を充

たしている場合には特例処理を採用しております。

　ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　ヘッジ対象…借入金

　ハ　ヘッジ方針

  当社の社内管理規定に基づき、デリバティブ取引の事項及び管理は財務担当取締役の責

任権限の下に行い、定期的に社長、監査等委員等に実施状況を報告しております。但し、

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

　ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価してお

ります。

⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる事項

　　消費税等の会計処理　　　　　　　　　　　税抜方式

⑥　追加情報

　当社は、平成24年７月30日開催の取締役会決議に基づいて、「株式給付信託（J-ESOP)」

（以下、「本制度」という。）を導入しました。本制度は、当社及びグループ会社従業員の

うち、一定の要件を満たす者に対する報酬の一部として取引所市場より取得した当社株式を

給付する事により、報酬や当社の株価や業績との連動性をより強め、従業員が株主の皆様と

株価上昇による経済的な利益を共有することにより従業員の株価への意識や労働意欲を高

め、ひいては中長期的にみて当社グループの企業価値を高めることを目的としております。

　当該信託については、経済的実態を重視し、当社と信託口は一体であるとする会計処理を

行っております。従って、信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに収益及び費

用については、連結貸借対照表、連結損益計算書に含めて計上しております。

　なお、平成28年３月31日現在において信託口が所有する自己株式数は総額法の適用により

連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として表示しており、計上額は149,968千円、株式

数は233,200株であります。
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２．会計方針の変更

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日）等を当連結会計年度から適用し、

当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行ってお

ります。

３．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 137,876千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末の株式数

発行済株式

普 通 株 式 13,883,000株 18,000株 －株 13,901,000株

合計 13,883,000株 18,000株 －株 13,901,000株

自己株式

普 通 株 式 233,200株 －株 －株 233,200株

合計 233,200株 －株 －株 233,200株

 (注) １．発行済株式の総数の増加は新株予約権の権利行使によるものです。

２．普通株式の自己株式の株式数には、ESOP信託口が保有する当社株式233,200株が含まれ

ております。
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により

資金を調達しております。

　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っております。

借入金の使途は、運転資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワ

ップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブ取引は内

部管理規定に従い、実需の範囲で行うこととしております。連結子会社についても、当社

と同様の管理を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価(千円) 差額(千円)

(1)現金及び預金 1,211,146 1,211,146 ―

(2)売掛金 958,041 958,041 ―

(3)買掛金 223,054 223,054 ―

(4)未払金 383,951 383,951 ―

(5)未払法人税等 39,834 39,834 ―

(6)短期借入金 100,000 100,000 ―

(7)１年内返済予定の長期借入金 359,528 362,045 2,517

(8)１年内償還予定の社債 150,000 150,663 663

(9)長期借入金 190,278 187,901 △2,376

(注１) 金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2)売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

負　債

(3) 買掛金、(4)未払金、(5)未払法人税等、(6)短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。
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(7) １年内返済予定の長期借入金、(8)１年内償還予定の社債、(9)長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：千円)

区分 貸借対照表計上額

非上場株式(※1) 68,267

投資事業組合出資(※2) 31,154

合計 99,421

(※1)非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められていることから上表に含めておりません。

(※2)投資事業組合出資については、組合財産の多くが非上場株式など時価を把握する

ことが極めて困難と認められているもので構成されていることから、上表に含め

ておりません。

６．１株当たりの情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 101円76銭

(2) １株当たり当期純損失 39円38銭

（注）当連結会計年度の普通株式の平均株式数及び期末における発行済株式総数について、そ

の計算において控除する自己株式に、ESOP信託口として保有する当社株式233,200株を含め

ております。

７．重要な後発事象に関する注記

(子会社の異動による連結範囲の変更)

　当社は、平成28年5月12日開催の取締役会において、当社の連結子会社、株式会社ReDucate

が、当社及び楽天株式会社を引受先として、第三者割当増資による新株発行を行うこと（以

下、「本増資」という。）を決議し、株式会社ReDucateは当社の連結子会社から持分法適用

関連会社へ異動いたしました。その結果、持分法適用関連会社に異動後は同社の経営成績は

連結損益計算書において持分法による投資損益として反映されます。

(1) 異動の理由

　本増資に伴い、当社の株式会社ReDucate株式の所有割合が50%となることから、株式会

社ReDucateは当社の連結子会社から持分法適用関連会社へ異動いたしました。
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(2) 異動した子会社の概要

(1)名称 株式会社ReDucate

(2)所在地 東京都品川区上大崎四丁目5番37号

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 田中　耕平

(4)事業内容 IT技術を活用した教育サービスの企画・開発・運用

(5)資本金 250,050千円

(6)設立年月日 平成26年９月16日

８．減損損失に関する注記

　　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

東京都目黒区 事業用資産 ソフトウエア

　当社グループは、使用資産について継続的に収支の把握を行っている管理会計上の事

業単位に基づきグルーピングを行っており、個別にキャッシュ・フローを把握できる資

産については、個別資産ごとにグルーピングを行っております。但し、本社資産等につ

いては独立したキャッシュ・フローを生み出していないことから共有資産としておりま

す。

　当初想定していた収益が見込めないため、ソーシャルゲーム事業における上記資産に

ついて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（359,176千円）とし

て特別損失に計上しました。

　なお、当該資産回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーがマイナスのため回収可能価額を零として評価しております。

－ 30 －



貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 2,227,011 流 動 負 債 1,285,810

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

1,034,826

908,217

7,840

50,479

20,073

230,573

△25,000

909,942

79,177

75,740

3,437

233,455

90,756

142,369

330

597,308

99,421

77,166

263,379

157,342

買 掛 金 185,194

短 期 借 入 金 100,000

１年内返済予定の長期借入金 359,528

1年内償還予定の社債 150,000

未 払 金 359,301

未 払 費 用 37,577

未 払 法 人 税 等 7,640

前 受 収 益 9,990

賞 与 引 当 金 12,500

そ の 他 64,077

固 定 負 債 301,393

長 期 借 入 金 190,278

資 産 除 去 債 務 36,006

そ の 他 75,109

負 債 合 計 1,587,204

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,441,189

資 本 金 1,196,638

資 本 剰 余 金 1,437,618

資 本 準 備 金 1,437,618

利 益 剰 余 金 △1,043,099

その他利益剰余金 △1,043,099

繰 越 利 益 剰 余 金 △1,043,099

自 己 株 式 △149,968

評価・換算差額等 1,931

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

1,931

新 株 予 約 権 106,628

純 資 産 合 計 1,549,749

資 産 合 計 3,136,954 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,136,954

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

( 平成27年４月１日から )平成28年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 6,048,818

売 上 原 価 4,308,223

売 上 総 利 益 1,740,594

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,896,280

営 業 損 失 155,685

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,433

投 資 事 業 組 合 運 用 益 3,371

請 負 受 託 料 5,422

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 16,319

そ の 他 1,352 28,899

営 業 外 費 用

支 払 利 息 14,031

社 債 利 息 2,746

そ の 他 259 17,037

経 常 損 失 143,824

特 別 損 失

減 損 損 失 359,176 359,176

税 引 前 当 期 純 損 失 503,000

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,208

法 人 税 等 調 整 額 △4,911 △3,702

当 期 純 損 失 499,298

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 平成27年４月１日から )平成28年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
繰越利益剰余金

平 成 2 7 年 ４ 月 １ 日
残 高

1,185,548 1,426,528 1,426,528 △543,800 △543,800 △149,968 1,918,307

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 11,090 11,090 11,090 － － － 22,180

当 期 純 損 失 ( △ ) － － － △499,298 △499,298 － △499,298

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

－ － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 11,090 11,090 11,090 △499,298 △499,298 － △477,117

平 成 2 8 年 ３ 月 3 1 日
残 高

1,196,638 1,437,618 1,437,618 △1,043,099 △1,043,099 △149,968 1,441,189

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新株予約権

純 資 産
合 計その他有価証

券評価差額金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平 成 2 7 年 ４ 月 １ 日
残 高

－ － 77,324 1,995,631

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － － － 22,180

当 期 純 損 失 ( △ ) － － － △499,298

株 主 資 本 以 外 の
項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

1,931 1,931 29,304 31,235

当 期 変 動 額 合 計 1,931 1,931 29,304 △445,882

平 成 2 8 年 ３ 月 3 1 日
残 高

1,931 1,931 106,628 1,549,749

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券

①　その他有価証券

　　・市場価格のないもの　　　 移動平均法による原価法を採用しております。

②　関係会社株式　　　　　　　 移動平均法による原価法を採用しております。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　　　　　　　　 定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　８～15年

工具、器具及び備品　　　　３～８年

②無形固定資産

・自社利用のソフトウエア　　　 社内における利用可能期間（２～５年）に基づく定額法

によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上しております。

(4) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の条件を充

たしている場合には特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金

③ヘッジ方針

  当社の社内管理規定に基づき、デリバティブ取引の事項及び管理は財務担当取締役の責

任権限の下に行い、定期的に社長、監査等委員等に実施状況を報告しております。ただ

し、特例処理による金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価してお

ります。
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(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　　　　　税抜方式

(6) 追加情報

　当社は、平成24年７月30日開催の取締役会決議に基づいて、「株式給付信託（J-ESOP)」

（以下、「本制度」という。）を導入しました。本制度は、当社及びグループ会社従業員

のうち、一定の要件を満たす者に対する報酬の一部として取引所市場より取得した当社株

式を給付する事により、報酬や当社の株価や業績との連動性をより強め、従業員が株主の

皆様と株価上昇による経済的な利益を共有することにより従業員の株価への意識や労働意

欲を高め、ひいては中長期的にみて当社グループの企業価値を高めることを目的としてお

ります。

　当該信託については、経済的実態を重視し、当社と信託口は一体であるとする会計処理

を行っております。従って、信託口が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに収益及

び費用については、貸借対照表、損益計算書に含めて計上しております。

　なお、平成28年３月31日現在において信託口が所有する自己株式数は総額法の適用によ

り貸借対照表の純資産の部に自己株式として表示しており、計上額は149,968千円、株式数

は233,200株であります。

２．貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 131,695千円

(2)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①短期金銭債権　　　　　　　　　　　　163,085千円

②短期金銭債務　　　　　　　　　　　　 50,914千円

３．損益計算書に関する注記

 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高　　　　　　　　　　　　　　　　65,545千円

売上原価　　　　　　　　　　　　　　 385,000千円

営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　 7,526千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　 　　　　　　　　233,200株

(注) 普通株式の自己株式の株式数には、ESOP信託口が保有する当社株式233,200株が含まれ

ております。
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

前払費用 4,153千円

賃借料 3,032

賞与引当金 3,862

未払事業税 3,864

未払事業所税 1,973

その他 5,488

　　　　計 22,374

繰延税金資産(固定)

繰越欠損金 34,330

減価償却超過額 360,369

子会社株式 69,099

貸倒引当金 7,650

資産除去債務 11,018

その他 28,583

　　　　計 511,049

繰延税金資産小計 533,424

評価性引当額 △244,068

繰延税金資産合計 289,356

繰延税金負債(固定)

資産除去費用 △5,051

その他 △851

　　　　計 △5,903

繰延税金負債合計 △5,903

繰延税金資産の純額 283,452

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を
改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年
４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われることとなりまし
た。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の
32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年
度に解消が見込まれる一時差異等については30.9％に、平成30年４月１日に開始する事業年
度以降に解消が見込まれる一時差異等については、30.6％となります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は20,937
千円減少し、法人税等調整額が20,937千円増加しております。
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６．関連当事者との取引に関する注記

　　子会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の

所 有 割 合

関連当事者

と の 関 係
取 引 内 容

取引金額

(千円)
科 目

期末残高

(千円)

子会社
株 式 会 社

グ リ モ ア
直接100％ 資金の貸付

資 金 の 貸 付

利 息 の 受 取

(注)１

112,000

2,104

貸 付 金

未 収 収 益

112,000

833

子会社
株 式 会 社

R e D u c a t e

直接50.01％

（注）２
役員の兼任

管 理 業 務 受 託

(注)３
3,600 未 収 入 金 1,296

（注）1．貸付けに対する利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

2．平成28年５月13日に実行された当社及び楽天株式会社を引受先とする第三者割当増資

により、同日における当社の所有割合は50%となり、これに伴い、同社は当社の連結子

会社から持分法適用関連会社へ異動しております。

3．管理業務の受託料については、受託業務に係る費用を合理的に算定して決定しておりま

す。

７．１株当たりの情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 105円59銭

(2) １株当たり当期純損失 36円55銭

（注）　当事業年度の普通株式の平均株式数及び期末における発行済株式総数について、その計

算において控除する自己株式に、ESOP信託口として保有する当社株式233,200株を含めてお

ります。

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

９．減損損失に関する注記

　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

東京都目黒区 事業用資産 ソフトウエア

　当社は、使用資産について継続的に収支の把握を行っている管理会計上の事業単位

に基づきグルーピングを行っており、個別にキャッシュ・フローを把握できる資産に

ついては、個別資産ごとにグルーピングを行っております。但し、本社資産等につい

ては独立したキャッシュ・フローを生み出していないことから共有資産としておりま

す。

　当初想定していた収益が見込めないため、ソーシャルゲーム事業における上記資産

について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（359,176千円）

として特別損失に計上しました。

　なお、当該資産回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローがマイナスのため回収可能価額を零として評価しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成２８年５月１６日

株 式 会 社　ド　リ　コ　ム

取　 締　 役　 会　　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 田 道 春 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 倉 本 和 芳 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ドリコムの平成２７年
４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している｡

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社ドリコム及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成２８年５月１６日

株 式 会 社　ド　リ　コ　ム

取　 締　 役　 会　　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 松 田 道 春 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 倉 本 和 芳 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ドリコムの平成
２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第１５期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ
いて監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第15期

事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法

及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1．監査の方法及び内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項

に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統

制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。また、子

会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交

換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受

け、必要に応じて説明を求めました。

  以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。
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2．監査の結果

（1） 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果

　　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

平成28年５月20日

株 式 会 社 ド リ コ ム 　 監 査 等 委 員 会

監査等委員・
常 勤 南 　 敬 三 

監 査 等 委 員 青 木 理 惠 

監 査 等 委 員 村 田 雅 夫 

（注）監査等委員南　敬三、青木理惠及び村田雅夫は、会社法第2条第15号及

び第331条第6項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名は、本定時株主総会終結の時

をもって任期満了となります。つきましては、取締役(監査等委員である取締役を

除く。)４名の選任をお願いするものであります。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番  号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

１
な い と う ゆ う き

内 藤 裕 紀
(昭和53年７月７日生)

平成13年11月　有限会社ドリコム（現株式会社

ドリコム）設立　代表取締役

平成15年３月　株式会社ドリコムに組織変更　

代表取締役社長（現任）

平成17年１月　株式会社ドリコムテック設立　

代表取締役社長

平成18年６月　株式会社ドリコムジェネレーテ

ィッドメディア（現株式会社じ

げん）設立　代表取締役社長

5,390,000株

２
す が わ ら ゆ う す け

菅 原 勇 祐
(昭和38年３月28日生)

昭和61年４月　株式会社リクルート（現株式会

社リクルートホールディング

ス） 入社

平成16年11月　フリービット株式会社 入社

平成17年７月　同社取締役就任

平成19年10月　当社 入社

              当社執行役員

平成20年６月　当社取締役 （現任）

45,000株

３
ご と う ひ で き

後 藤 英 紀
(昭和41年12月６日生)

平成４年４月　株式会社大和総研　入社

平成９年６月　有限会社情報技術研究所（現株

式会社アイ・ティ・アール） 入

社

平成12年５月　ドイチェ証券株式会社東京支店

（現ドイツ証券株式会社） 入社

平成20年１月　ラ・スペランツァ株式会社 入社

平成20年２月　同社取締役就任

平成22年９月　当社 入社

当社執行役員

平成27年６月　当社取締役 （現任）

50,000株
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候補者
番  号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

４
い し か わ と も や

石 川 智 哉
(昭和51年７月24日生)

平成12年７月　プライスウォーターハウスクー

パースコンサルタント株式会社

（現日本アイ・ビー・エム株式

会社） 入社

平成15年10月　イーソリューションズ株式会社

入社

平成18年５月　サイバード株式会社 入社

平成20年９月　アーサー・Ｄ・リトル（ジャパ

ン）株式会社 入社

平成22年２月　楽天株式会社 入社

平成23年12月　同社執行役員（現任）

　　　　　　　編成部部長

平成25年６月　当社取締役（現任）

平成26年３月　楽天株式会社

Viber戦略室室長

平成26年12月　同社編成部部長（現任）

平成27年１月　同社楽天モバイル事業マーケ

ティング・ユーザーエクスペリ

エンス部部長

平成27年６月　同社CXテクノロジー部部長

（現任）

　（重要な兼職の状況）

楽天株式会社執行役員

同社編成部部長

同社CXテクノロジー部部長

－

  （注）１．各取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者と当社との間には、特別の利

　　　　　　害関係はありません。

２．石川智哉氏は社外取締役候補者であります。

３．石川智哉氏は、コンサルティング業界及びIT業界における豊富な経験と幅広い見識

を有しており、当社の経営に対する適切な助言及び意見をいただけるものと判断し

　　たため、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の当社の

　　社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって３年であります。

４．当社は、石川智哉氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を同法第425条第１項に定める最低責任限度額に限定する契約

を締結しております。本総会において同氏の選任が承認された場合は、同氏との間

で当該契約を継続する予定です。

５．「所有する当社の株式の数」については、平成28年３月31日現在の所有株式数を記

載しております。
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第２号議案　ストック・オプションとして新株予約権を発行する件

　当社は、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、下記の要領によ

り当社の従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対し、ストック・オプシ

ョンとして発行する新株予約権の募集事項の決定を取締役会に委任することにつ

き、ご承認をお願いするものであります。

１．特に有利な条件をもって新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必

要とする理由

　当社グループの業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的として、当社

従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員に対し、金銭の払込みを要する

ことなく無償で新株予約権を発行するものであります。

２．新株予約権の払込金額

　金銭の払込みを要しないものとする。

３．新株予約権の割当日

　当社取締役会に委任するものとする。

４．新株予約権の内容

(1) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　当社普通株式105,000株を上限とする。

　なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的た

る株式の数を調整するものとする。但し、かかる調整は本件新株予約権の

うち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数につい

て行われ、調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨て

る。

　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下、総称して

「合併等」という。）を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他株

式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘

案のうえ、合理的な範囲内で株式数を調整することができる。

(2) 新株予約権の数

　1,050個を上限とする。

　（新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、100株とする。但し、上記

(1)に定める株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行うものとす

る。）

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新

株予約権の行使に際して払込みをすべき１株当たりの金額（以下、「行使

価額」という。）に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とする。
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　行使価額は、新株予約権を割り当てる日の属する月の前月各日（取引が

成立しない日を除く。）における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り

上げる。

　但し、その金額が新株予約権を割り当てる日の東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ

直近日の終値。）を下回る場合は、当該終値とする。

　なお、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合、上記の

行使価額は、株式分割又は株式併合の比率に応じ、次の算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又

は自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定「単元未満株主による

単元未満株式売渡請求」に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換

される証券もしくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換又は行使

の場合を除く。）、上記の行使価額は、次の算式により調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数 × １株当たり払込価額

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数か

ら当社が保有する普通株式に係る自己株式数を控除した数とし、また、自

己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」

に読み替える。

　さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他

上記の行使価額の調整を必要とする場合には、合併等の条件、株式の無償

割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することが

できる。

(4) 新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権の付与決議の翌日から５年を経過した日より５年間とする。

　但し、行使期間の最終日が会社の休日にあたるときは、その前営業日を

最終日とする。
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(5) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度

額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを

切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準

備金の額は、上記①の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する

資本金の額を減じた額とする。

(6) 新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社の関係会社の取

締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要す。但し、任期満了

による退任もしくは定年退職の場合はこの限りではない。

②　新株予約権の相続はこれを認めない。

③　新株予約権者は、禁錮以上の刑に処せられたことがなく、かつ、法令

又は当社の内部規律に違反したことが無いことを要す。

(7) 新株予約権の取得の条件

①　当社は､ 新株予約権者が上記(6)による新株予約権の行使の条件に該

当しなくなった場合は、当社の取締役会が別途定める日をもって、当該

新株予約権を無償で取得することができる。

②　当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会

で承認された場合、又は、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認

の議案もしくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場

合は、当社の取締役会が別途定める日をもって、新株予約権を無償で取

得することができる。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承

認を要するものとする。

(9) 当社が組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設

分割､株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」とい

う。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存

する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項８号のイからホまでに

掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下

の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存
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新株予約権は消滅し、再編対象会社は、新株予約権を新たに発行するもの

とする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する新株予約権の数を基準に、組織再編行為の条

件等を勘案して合理的に決定される数とする。

②　交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

③　交付する新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案して合理的に決定される数とする。

④　交付する新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　上記 (3) に定める行使価額を基準に組織再編行為の条件等を勘案し

て合理的に決定される価額に、交付する新株予約権１個当たりの目的で

ある再編対象会社の株式の数を乗じて得られる価額とする。

⑤　交付する新株予約権の行使期間

　上記 (4) に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のう

ちいずれか遅い日から、上記（4）に定める行使期間の末日までとする。

⑥　交付する新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加す

　　る資本金及び資本準備金に関する事項

　上記（5）に準じて決定する。

⑦　交付する新株予約権の行使の条件

　上記（6）に準じて決定する。

⑧　交付する新株予約権の取得

　上記（7）に準じて決定する。

⑨　譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の

決議による承認を要するものとする。

(10) 新株予約権の行使により発生する端数の切捨て

　新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、こ

れを切り捨てるものとする。

(11) 新株予約権のその他の内容

　新株予約権に関するその他の内容については、今後開催される募集新株

予約権発行の取締役会で、その他の募集事項と併せて定めるものとする。

以　上
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株主総会会場ご案内図

＜会場＞　　　　東京都目黒区下目黒一丁目８番１号

目黒雅叙園４階　『飛鳥』

電話（03）3491-4111（代表）

＜交通のご案内＞「目黒」駅（JR山手線西口、東急目黒線、地下鉄南北線・三田線）より

行人坂を下がって　徒歩３分

                （目黒雅叙園正面入口より会場までは少々お時間がかかります。）


